
⽇本選挙学会理事・監事候補者選出規程 

 

〔⽬ 的〕 

第１条 

この規程は、「⽇本選挙学会会則」第１１条に基づき総会で選任される理事及び監事の候補者を

選出する⼿続並びに⽅法について定める。 

 

〔理事の定数〕 

第２条 

理事は、２６名以内とする。監事は２名とする。 

２ 

理事のうち２０名を公選理事とし、正会員の投票により候補者を選出する。 

３ 

理事のうち６名を推薦理事とし、本規程第 7 条に定める理事･監事候補者選考委員会が推薦によ

り候補者を選出する。ただし、理事⻑経験者を候補者に選出することはできない。 

 

〔選挙権及び被選挙権〕 

第３条 

投票が⾏われる年（以下「同年」という。）の 8 ⽉１⽇現在において正会員であって、同年まで

の会費を納⼊している者は、選挙権及び被選挙権を有する。 

２ 

理事⻑経験者は被選挙権を有しない。 

 

〔選挙管理委員会〕 

第 4 条 

選挙管理委員会は、委員３名によって組織される。 

２ 

委員⻑は、理事⻑の推薦に基づき、理事会が選任する。 

３ 

他の委員は、委員⻑の推薦に基づき、理事会が選任する。 

 

〔投 票〕 

第 5 条 

投票は、オンライン投票システムでこれを⾏う。ただし、選挙⼈名簿周知期間中に郵送投票⽅式

利⽤希望を事務局に届け出た者（以下、郵送投票者という。）に限り、選挙管理委員会が発⾏し



た所定の投票⽤紙により郵送でこれを⾏う。 

２ 

選挙管理委員会は、同年１０⽉１０⽇までに、オンライン投票の⽅法について選挙⼈に通知し

なければならない。ただし、選挙管理委員会は、郵送投票者には、同年１０⽉１０⽇までに、投

票⽤紙⼀式及び被選挙⼈名簿を郵送しなければならない。 

３ 

選挙⼈は、同年１１⽉１０⽇までに、オンライン投票システムで投票しなければならない。ただ

し、郵送投票者は、同年１１⽉１０⽇までに、投票⽤紙を選挙管理委員会に到達するように返

送しなければならない。 

４ 

投票は、無記名とし、被選挙⼈名簿から候補者 3 名の⽒名を選択するものとし、3 名未満の選択

の投票は有効とする。ただし、郵送投票者は、候補者 3 名を連記するものとし、3 名未満の投票

は有効とし、4 名以上連記した投票は無効とする。 

５ 

投票の受理、投票の効⼒、その他投票及び開票に関する疑義は、選挙管理委員会が判断し、これ

を決定する。 

６ 

投票についてその他必要な事項は、別に定める投票要綱による。 

 

〔開 票〕 

第 6 条 

選挙管理委員会は、同年１１⽉１１⽇以降同年１１⽉３０⽇までに開票を完了し、その結果を

理事⻑に報告しなければならない。 

２ 

理事⻑は、選任された２０名の理事候補者に通知し、候補者となることについて承諾を得なけ

ればならない。承諾が得られない候補者がいたときは、２０名に達するまで順次得票順に繰り

上げ、それぞれ本⼈の承諾を得なければならない。 

３ 

得票同数により最下位で選出される者が２名以上いる場合には、抽選でその順位を決定する。 

４ 

前２項に定める繰上補充及び抽選は、選挙管理委員会がこれを⾏う。 

５ 

繰上補充及び抽選の⽅法は、別に定める投票要綱による。 

 

〔理事⻑・理事・監事候補者選考委員会〕 



第 7 条 

理事⻑は、前条第２項及び第３項によって選出された理事候補者を速やかに招集し、その理事

候補者をもって、次期理事⻑・理事・監事候補者選考委員会（以下「選考委員会」という。）を

構成する。 

２ 

選考委員会の定⾜数は、前項に基づき招集された理事候補者の過半数とする。 

３ 

選考委員会は理事⻑候補者を選出するために議⻑を互選する。 ただし、議⻑が選出されるまで

は、理事⻑が仮の議⻑を務めるものとする。 

４ 

選考委員会は理事⻑候補者１名を互選する。 

５ 

理事⻑候補者は推薦理事候補者６名以内、監事候補者２名の選任において議⻑を務める。 

６ 

選考委員会は理事⻑候補者、推薦理事候補者、監事候補者を理事⻑に報告しなければならない。 

 

〔選 任〕 

第 8 条 

理事⻑は、総会に理事⻑候補者を報告する。 

２ 

理事⻑は、理事候補者及び監事候補者を総会に提案し、その承認を得なければならない。 

 

〔改 正〕 

第 9 条 

本規程の改正は、理事会の議を経て、総会によって⾏う。 

 

附則１ 

この規程は、平成１１年５⽉２３⽇より施⾏する。 

附則２ 

この規程は、平成１６年５⽉１６⽇より施⾏する。 

附則３ 

この規程は、平成１７年５⽉１５⽇より施⾏する。 

附則４ 

この規程は、平成１９年５⽉２０⽇より施⾏する。 

附則５ 



この規程は、平成２１年５⽉１６⽇より施⾏する。 

附則６ 

この規程は、令和元年（2019）年７⽉１４⽇より施⾏する。 

附則 7 

この規程は、令和 3 年（2021）年 5 ⽉ 8 ⽇より施⾏する。 

附則 8 

この規程は、令和 5 年（2023）年 5 ⽉ 21⽇より施⾏する。 


